中小企業の将来と地域社会 : 燕市での調査にもとづく中間的試論 by 北川 隆吉



















































まず、きわめて補助的な説明として、さきにのべた 2008 年後半 2009 年の大ショックがいか
なるものであったかを、本報告書を提出する直近のデータによってポイントだけを示しておく。
本報告書の作製時の時間的限定、制約の点からも参考のために付与していおく。最初の資料は、
厚労省発表のデータにもとづくものであり、朝日新聞 09 年 1 月 30 日夕刊に、第二の資料は、
同 1 月 28 日の全国財務局長会議にもとづく記事で、いずれも夕刊一面のトップに掲げられたも
のである。 
 





























































平成 18 年 3 月 20 日に 3 市町（燕市・吉田町・分水町）が合併で誕生 
面 積  110.88 ㎢ 
人 口  84,108 人 （平成 20 年 4 月 1 日 現在） 
世帯数  26,711 世帯（平成 20 年 4 月 1 日 現在） 
 
－ 21 － 
▶平成 17 年度工業統計調査から 
事業所数   2,390 社 
従業員数   19,307 人 
























































－ 23 － 
事業所数   ７９０（4人以上の事業所）   （18 年より 35 減） 
 
平成 19年 12月 31日現在の従業
者 4 人以上の事業所数は、790 で
18 年の 825 より工場数が 35 減少

















































































































































































－ 24 － 
平成 19 年の業種別構成比は、金属製品 47.9％、一般機械器具 22.5％で全体の 7 割を占めて
います。 
従業者規模別にみると、従業者 19 人以下の事業所が全体の 91.3％も占めており、中小零細






16 年 17 年 18 年 19 年 
産業細分類 
事業所数 16 年比 事業所数 16 年比 事業所数 16 年比 事業所数 16 年比 
 
金 属 洋 食 器
利 器 工 匠 具
作 業 工 具
や す り
製 缶 板 金
金 属 器 物
金 属 彫 刻
電 気 め っ き
金 属 研 磨 等
農 業 用 機 械
金型・同部分品
※プラスチック


















































































































































































いき成長を続け、昭和 52 年から平成 3 年までの 14 年間で出荷額では、四倍弱の成長を示し、
その間に中心工業は金属加工から次第に電機関連工業、機械工業へとシフトしていき、昭和 58





43 年には工場誘致条例を制定し、昭和 43 年の工業出荷額は 74 億円になり、吉田町の 65 億円、













－ 27 － 
燕産業の沿革 












































































































精 密 加 工 金 型 
精密機械加工部 
プラスチック製品 
鍛 造 製 品 
ハ ウ ス ウ ェ ア 
洋 食 器 
農 機 具 








現  代 


































































－ 31 － 
篤民共編「中小企業研究入門」として刊行する作業をすゝめている（文化書房博文社より刊行）。
また多年調査にとりくんできたわが国の有数の中小企業の隆盛地であった東京都大田区の「中
小企業と地域社会」（北川、山本、和田清美編著）において、前回のタイ調査との関連もあり、
今回の金融景気の大変動についても海外進出企業が存在する大田区を中心に分析する作業をす
すめ、近刊予定としている（「こうち書房」刊行）。それらによって、さらによりくわしく、で
きれば燕市の状況について、ふれたいと考えている。 
今回の調査をふくめ、現在日本の企業は、大・中・小企業の如何を問わず非常な難局に遭遇
している。燕というべきか北陸地方として、環日本海経済研究所（財団法人）が、地域経済の
振興のため努力をされておりそれについての同研究所の御努力にも敬意をはらっている。しか
し未だ製品の取引発注その他今後に多くの問題がのこされているようで、それほど楽観的には
みておれまいというのが、誠に恐縮ながら筆者の実感であった。そうしたことをふくめて、今
回の調査では新しい知見、そして問題の発見は小さいものではなかった。このことへの研究所
の調査実施にあたっての執行の任にあたられた方々、当地のインタビューや見学にこたえて下
さった方々など多くの方々に謝意をさゝげたい。いくつかの点で欠点があろうと思われるが、
これをもって報告を終りとしたい。 
